
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

吸収分割にかかる事前開示書面 
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2026 年 5 月 25 日 

株式会社エクサウィザーズ 

株式会社 ExaMD 

  



 

東京都港区芝浦四丁目２番８号 

株式会社エクサウィザーズ 

代表取締役 春田 真 

 

東京都港区芝浦四丁目２番８号 

株式会社 ExaMD 

代表取締役 羽間 康至 

 

 株式会社エクサウィザーズ（以下「当社」又は「分割会社」といいます。）及び株式会社

ExaMD（以下「承継会社」といいます。）は、2026 年 5 月 12 日付で吸収分割契約を締結

し、2026 年 7 月 1 日を効力発生日として、分割会社が営む介護事業のうち分割会社が提供

するサービス「CareWiz タクスト」及び「CareWiz BCP」に関する事業における権利義務

を承継会社に承継させる吸収分割（以下「本件吸収分割」といいます。）を行うこととしま

した。 

 本件吸収分割に関する事項は、下記のとおりです。 

 

記 

1. 吸収分割契約の内容 

 別紙 1 のとおりです。 

 

2. 分割の対価の定めの相当性に関する事項 

 本件吸収分割に際して、株式その他一切の金銭の交付は行いません。分割会社が承継

会社の発行済株式の全部を保有していることから相当であると判断しております。 

 

3. 分割会社に関する事項 

(1) 最終事業年度に係る計算書類等 

分割会社は、有価証券報告書及び四半期報告書を関東財務局に提出しておりま

す。最終事業年度に係る計算書類については、「金融商品取引法に基づく有価証券

報告書等の開示書類に関する電子開示システム（EDINET）」よりご覧いただけま

す。 

(2) 最終事業年度の末日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

 該当事項はありません。 

(3) 最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象等の内容 

① NTT ドコモビジネス株式会社との資本業務提携及び第三者割当による自己

株式の処分 

 当社は、2025 年 5 月 28 日開催の取締役会において、NTT ドコモビジネス



 

株式会社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：小島克重）との間で資本

業務提携を行うこと及び同社に対する第三者割当による自己株式の処分を行

うことを決議し、同日付で資本業務提携契約を締結しております。資本業務提

携契約及び第三者割当による自己株式の処分の概要は、以下の通りです。 

ア 資本業務提携契約及び第三者割当による自己株式の処分の概要 

(ア) 資本業務提携先企業の名称及びその事業内容 

名称   NTT ドコモビジネス株式会社 

事業内容 ICT サービス・ソリューション事業、国際通信事業及び

それに関する事業等 

(イ) 資本業務提携及び第三者割当による自己株式の処分の目的 

当社グループは、創業来高いセキュリティレベルを求める日本企

業のオフィスワーカーが業務で使える、AI・生成 AI のソリューシ

ョンやプロダクトの開発・提供をし、国内 AI 市場のリーディング

カンパニーとして AI の活用と普及に取り組んでまいりました。

2025 年 3 月末時点で、1,800 社に及び企業との取引を通じて、業

務効率化、生産性向上に寄与しています。 

NTT ドコモビジネス株式会社は、2022 年よりドコモグループに

おける法人事業の中核を担う企業となり、生成 AI の活用により新

たな価値創造や社会・産業の課題解決などに貢献しています。全国

にある支社を通じて 65 万社の顧客基盤を持っており、その地場で

活躍する社員による営業力や販売網が強みです。 

これまでも当社グループを NTT ドコモビジネス株式会社は

「tsuzumi on exaBase Studio」をはじめとした、NTT ドコモビジ

ネス株式会社の「tsuzumi」を活用したソリューションの提供な

ど、実案件を重ねながら協業関係を深めてまいりました。さらに両

社は互いの強みを活かし、当社グループの AI サービス・プロダク

トを NTT ドコモビジネス株式会社が持つ顧客への販売を行い全国

各地で導入を拡大していくことで、日本企業のオフィスワーカーの

生産性向上に寄与していくことを目指し、各プロダクトの販売店契

約締結を順次進めています。 

しかしながら、近年、生成 AI や AI エージェントの登場によ

り、企業における AI 活用の検討が急速に進められています。検討

を進めていくなかで、業務データを扱う上でのセキュリティに関す

る懸念や、汎用型 AI では使用者のスキルに依存し会社全体での活

用が進まないという課題に、各企業が直面しています。 

そこで、当社と NTT ドコモビジネス株式会社は、NTT ドコモ



 

ビジネス株式会社の AI 基盤や業界別ソリューションと、当社の AI

エージェント開発・運用プラットフォームを掛け合わせ、各企業向

けにカスタマイズした信頼性の高い AI エージェントを開発・運用

できるセキュアな AI プラットフォームを提供するとともに、業

界・業務特化型 AI エージェントの開発・提供することで、各企業

直面する課題を解決することが可能であると考えています。両社で

共同開発するセキュアな AI プラットフォームや業務特化型 AI エ

ージェントによって、各企業が保有する業務データを適切に扱いな

がら業務に適合した AI 活用を実現できると、双方共同事業への合

意に至りました。 

このセキュアな AI プラットフォームや業務特化型 AI エージェ

ントの開発に向けた本資本業務提携の一環として、本自己株式処分

は、NTT ドコモビジネス株式会社を処分先として行うものとであ

り、当社と NTT ドコモビジネス株式会社との協力体制により強固

なものとし、事業の推進をより確実なものにしてまいります。 

(ウ) 資本業務提携の内容 

a. 業務提携の内容 

NTT ドコモビジネス株式会社の有するドメイン知識（注

1）や顧客基盤等の事業アセットと、当社が有するデジタル・

AI 領域における技術力及び事業開発力を相互に活かし、AI 領

域におけるさらなる事業開発を推進していきます。 

(a) セキュアな AI プラットフォームの共同開発・提供 

NTT ドコモビジネス株式会社が提供する「SDPF クラ

ウド/サーバー」（注 2）やセキュリティー体型ネットワー

クサービス「docomo business RINK」などを組み合わせ

た AI 基盤と、当社が提供する「exaBase Studio」（注 3）

を組み合わせ、各企業が保有する機密性の高い業務デー

タ等の情報を各企業のセキュリティーポリシーに合わせ

たセキュアな環境で管理し、業務にあわせてカスタマイ

ズ可能な AI エージェントを搭載したプラットフォームを

共同開発・提供します。 

(b) 業界・業務特化型 AI エージェントの共同開発 

高い専門性が求められ、機微な情報の取り扱いを必要

とする業界・業務に特化した AI エージェントを共同開

発・提供します。金融・公共・製造を初期ターゲットと

して取り組みを開始します。 



 

(c) NTT ドコモビジネス株式会社による当社 AI サービス群

の販売提携 

当社 AI サービス群（exaBase 生成 AI、exaBase 生成 AI 

for 自治体、exaBase 生成 AI  for アカデミー、exaBase 

Studio、exaBase セールスエージェント、gacco ロープレ

（注 4））を、NTT ドコモビジネス株式会社の業界別ソリ

ューションのラインナップに加え、販売活動をさらに加

速していきます。 

（注）1. 特定の業界や業務に関する知識や知見のことです。 

   2. NTT ドコモビジネス株式会社のデータ利活用基盤

「SDPF（Smart Data Platform）」のコアとなる IaaS メ

ニューとして、DX に必要なネットワーク、データセン

ター、マネージドサービスが連携した高品質・高信頼

な企業向けサービスです。顧客のデータ利活用と DX

推進を強力に支援します。 

   3. exaBase Studio とは、AI エージェント開発・運用プラ

ットフォームです。自律型を含めた AI エージェントを

顧客が内製し、業務データを活用しつつ、人と対話す

ることで育てていくプラットフォームとして利用可能

です。 

   4. 株式会社ドコモ gacco が、「exaBase ロープレ」を

OEM 採用「gacco ロープレ」として提供（2024 年 10

月 11 日） 

b. 資本提携の内容 

当社は、本自己株式処分により、処分先の NTT ドコモビジ

ネス株式会社に対して 470 百万円相当の当社普通株式（以下、

「本株式」）1,214,400 株を割り当てました。本資本業務提携に

より当社グループ及び処分先間でさらに強固な協力体制を築

き、事業の推進をより確実なものにすること並びに共同事業の

開発資金の調達を目的としております。本資本業務提携を実施

することは、中長期的な視点から今後の分割会社の企業価値、

株主価値の向上にも繋がり、既存株主の利益にも資するものと

判断しております。また、処分先は原則として本株式を長期的

に継続して保有する方針であることから、今回の処分数量及び

これによる株式の希薄化の規模並びに流通市場への影響はか

かる目的達成の上で、合理的であると判断いたしました。 



 

(エ) 第三者割当による自己株式の処分の概要 

（１）払込期日 2025 年 6 月 16 日 

（２）処分株式の種類及び株式数 普通株式 1,214,400 株 

（３）処分価格 1 株につき 387 円 

（４）処分価格の総額 469,972,800 円 

（５）処分先 NTT ドコモビジネス株式

会社 

（６）その他 本自己株式の処分について

は、金融商品取引法に基づ

く届出の効力発生を条件と

します。 

 

② 新株予約権（ストック・オプション）の発行  

当社は、2025 年７月 24 日開催の当社取締役会において、会社法第 236 条、

第 238 条及び第 240 条の規定に基づき、当社の取締役及び従業員に対してス

トック・オプションとして下記のとおり新株予約権を発行することを決議い

たしました。 

なお、本件は新株予約権を引き受ける者に対して公正価格にて有償で発行

するものであり、特に有利な条件ではないことから、株主総会の承認を得るこ

となく実施いたします。 

ア ストック・オプションとして新株予約権を発行する理由 

中長期的な当社の業績拡大及び企業価値の増大を目指すにあたり、当

社の取締役及び従業員の意欲及び士気をより一層向上させ、当社の結束

力をさらに高めることを目的として発行するものであります。 

(ア) 新株予約権の発行要項 

a. 新株予約権の名称 

 第 25 回新株予約権 

b. 新株予約権の付与対象者と総数 

(a) 当社取締役３名 6,200 個 

(b) 当社従業員３名 3,400 個 

上記総数は、割当予定数であり、引受けの申込みが

なされなかった場合等、割当てる新株予約権の総数

が減少したときは、割当てる新株予約権の総数をも

って発行する新株予約権の総数とする。 

c. 新株予約権の目的である株式の種類及び数 

 本新株予約権１個あたりの目的である株式の数（以下、「付



 

与株式数」）は、当社普通株式 100 株とする。 

d. 新株予約権の払込金額 

 新株予約権１個あたりの発行価額は、350 円とする。 

e. 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

(a) 新株予約権１個当たりの行使に際して出資される財

産の価額は、新株予約権を行使することにより交付

を受けることができる株式１株当たりの払込金額

（以下、「行使価額」）に付与株式数を乗じた金額と

する。 

(b) 行使価格は、金 449 円とする。 

f. 新株予約権を行使することができる期間 

(a) 2027 年７月１日から 2035 年８月７日までとする。 

(b) 新株予約権の行使により株式を発行する場合におけ

る増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

i. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合

における増加する資本金の額は、会社計算規則

第 17 条第１項に従い算出される資本金等増加限

度額の２分の１の金額とする。計算の結果１円

未満の端数が生じたときは、その端数を切り上

げるものとする。 

ii. 本新株予約権の行使により株式を発行する場合

における増加する資本準備金の額は、上記ⅰ記

載の資本金等増加限度額から、上記ⅰに定める

増加する資本金の額を減じた額とする。 

(イ) その他の新株予約権の行使の条件 

a.  新株予約権の割当てを受けた者（以下「新株予約権者」）

は、2027 年３月期から 2029 年３月期までのいずれかの事業

年度において、当社の連結売上高が、下記（a）又は（b）に

掲げる各水準を超過した場合に限り、各新株予約権者に割当

てられた新株予約権のうち、それぞれ定められた割合の個数

を権利行使することができる。 

(a) 17,500 百万円を超過している場合：行使可能割合

50％ 

(b) 20,000 百万円を超過している場合：行使可能割合

100％ 

i. なお、上記における連結売上高の判定に際して



 

は、当社の有価証券報告書の数値を参照するも

のとし、決算期の変更、適用される会計基準の

変更、国際財務報告基準の適用、その他当社の

業績に多大な影響を及ぼす企業買収等の事象が

発生した場合など、当社の連結損益計算書（連

結損益計算書を作成していない場合には損益計

算書）に記載された数値で判定を行うことが適

切ではないと当社取締役会が判断した場合に

は、当社は合理的な範囲内で当該影響を排除す

るための適切な調整を行うことができるものと

する。 

ii. 新株予約権者は、新株予約権の権利行使時にお

いて、当社又は当社子会社の取締役、監査役又

は従業員であることを要する。ただし、任期満

了による退任、定年退職、その他正当な理由が

あると取締役会が認めた場合は、この限りでは

ない。 

iii. 新株予約権者の相続人による本新株予約権の行

使は認めない。 

iv. 本新株予約権の行使によって、当社の発行済株

式総数が当該時点における発行可能株式総数を

超過することとなるときは、当該本新株予約権

の行使を行うことはできない。 

v. 各本新株予約権１個未満の行使を行うことはで

きない。 

(ウ) 新株予約権を割当てる日 

 2025 年８月８日 

 

③ 株式会社三井住友フィナンシャルグループとの資本業務提携及び第三者割当

による新株式の発行 

 当社は、2026 年 3 月 31 日開催の取締役会において、株式会社三井住友フ

ィナンシャルグループ（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：髙島誠）と

の間で資本業務提携を行うこと及び同社に対する第三者割当による新株式の

発行を行うことを決議し、同日付で資本業務提携契約を締結しております。資

本業務提携契約及び第三者割当による新株式の発行の概要は、以下の通りで

す。 



 

ア 資本業務提携契約及び第三者割当による新株式の発行の概要 

(ア) 資本業務提携先企業の名称及びその事業内容 

名称   株式会社三井住友フィナンシャルグループ 

事業内容 銀行、その他銀行法により子会社とすることができる会

社の経営管理およびこれに附帯する業務等  

(イ) 資本業務提携及び第三者割当による新株式の発行の目的 

当社グループは、創業来高いセキュリティレベルを求める日本企

業のオフィスワーカーが業務で使える、AI・生成 AI のソリューシ

ョンやプロダクトの開発・提供をし、国内 AI 市場のリーディング

カンパニーとして AI の活用と普及に取り組んでまいりました。

2025 年 12 月末時点で、2,000 社に及び企業との取引を通じて、業

務効率化、生産性向上に寄与しています。 

株式会社三井住友フィナンシャルグループは、生成 AI やそれに

伴うシステムの高度化によって、金融ビジネス業界が大きな変革に

直面している中、グループ全体での AI トランスフォーメーション

を積極的に推進しています。 

当社は、2025 年８月より株式会社三井住友フィナンシャルグル

ープの事務領域における End-to-End の AI エージェント開発、並

びに exaBase ロープレを活用した人材育成支援等を進めてまいり

ました。これらを通じて、AI エージェントアプリや技術アセッ

ト、着実に積み重ねてきたノウハウと信頼関係に基づき、株式会社

三井住友フィナンシャルグループにおける AI トランスフォーメー

ションの推進パートナーとして関係を深化させてきました。そし

て、両社は金融機関および周辺領域における AI 活用による業務と

ビジネスモデルの高度化・刷新を加速することを目的とした本資本

業務提携の締結について合意いたしました。 

当社は、本資本業務提携を通じて、株式会社三井住友フィナンシ

ャルグループとの協力関係及び推進体制を一層強固なものとし、金

融及び周辺領域における AI 活用・DX 推進を加速させることで、

金融業界の発展並びに社会全体の生産性向上に寄与してまいりま

す。あわせて、本資本業務提携により当社の事業基盤および収益機

会の拡大を図ることで、中長期的な企業価値および株主価値の向上

を目指してまいります。 

(ウ) 資本業務提携の内容 

a. 業務提携の内容 

当社は、まずは株式会社三井住友フィナンシャルグループ



 

における AI トランスフォーメーションの実現を最優先課題と

して位置づけ、同グループの事業領域をはじめとする業務プ

ロセスやビジネスモデルの高度化・効率化を AI の活用によっ

て支援してまいります。その過程で、本資本業務提携を通じ

て両社に蓄積される AI エージェントに関するアプリケーショ

ン・技術アセットや業務ノウハウ等のうち、当社及び株式会

社三井住友フィナンシャルグループ以外の金融機関・企業に

も有用であり汎用性を有するものについては、両社で協議の

うえプロダクト・ソリューションとして外販展開することに

より、新たな事業機会の創出と両社の事業成長につなげてい

くことを目指します。 

b. 資本提携の内容 

第三者割当増資により調達する資金（以下、「本調達資金」）

については、株式会社三井住友フィナンシャルグループ向けの

専任チームの採用・育成等に係る人件費に充当し、同社の AI

トランスフォーメーションを複数年度にわたり継続的かつ機

動的に推進できる体制を構築するとともに、本資本業務提携の

推進の過程で当社単独ではカバーしきれない先端技術や専門

知見を補完することを目的として、関連技術・人材を有する企

業に対する将来的な M＆A や資本参加等の戦略的投資の原資

として活用することを想定しております。これらの取組みを安

定的かつ中長期的に遂行するためには、単なる業務提携にとど

まらず、両社の中長期的な関係性を明確化し、相互のインセン

ティブを一致させる資本関係を構築することが有効であると

判断し、第三者割当増資を通じた資本提携を併せて実施するこ

とといたしました。 

(エ) 第三者割当による新株式の発行の概要 

（１）株式の種類及び数 当社普通株式 9,550,000 株 

（２）払込金額 1 株につき 565 円 

（３）払込金額の総額 5,395,750,000 円 

（４）増加する資本金の額 2,697,875,000 円 

（５）増加する資本準備金の額 2,697,875,000 円 

（６）募集又は割当方法 募集又は割当方法 

（７）払込期日 2026 年４月 16 日 

（８）割当予定先 株式会社三井住友フィナン

シャルグループ 



 

（９）その他 上記の各号については、金

融商品取引法に基づく届出

の効力発生を条件としま

す。 

 

④ 吸収分割（簡易吸収分割）による事業承継 

当社は、2026 年 2 月 12 日開催の当社取締役会において、2026 年４月１日

を効力発生日として、当社の HR Tech 事業を完全子会社である株式会社 Exa 

Enterprise AI へ承継させることを決議いたしました。 

ア 吸収分割の概要 

(ア) 吸収分割の目的 

従来、当社の HR Tech 事業は、DX 人材育成サービス「exaBase DX

アセスメント＆ラーニング」を中心に事業を拡大してまいりました。し

かしながら、近年 AI の技術的成熟度が急速に高まり、AI を業務に適用

できる領域が飛躍的に拡大しております。これに伴い、市場の関心も

DX から AX（AI Transformation）へと移行しつつあります。こうした

環境変化を踏まえ、当社の HR Tech 事業においても、AX 人材育成ソ

リューションの拡充を進めており、今後も AI の利活用教育や AX を実

現できる人材の育成サービスを強化していく方針であります。 

一方、株式会社 Exa Enterprise AI では、「exaBase 生成 AI」を中心

に、生成 AI を活用したプロダクト・ソリューション群の開発・提供を

推進してまいりました。当社 HR Tech 事業と株式会社 Exa Enterprise 

AI の事業は、顧客層やサービス内容において重なる部分が多く、組織

的に統合することで、意思決定の迅速化及び開発スピードの向上が可能

となり、企画・開発・営業のすべての領域において生産性向上とシナジ

ーの創出が見込まれます。 

以上の理由から、HR Tech 事業を株式会社 Exa Enterprise AI へ移管

し、最適化された組織体制の下で事業拡大を図ってまいります。本再編

を通じて、グループ全体での経営資源の最適配分を実現し、持続的な企

業価値の向上を目指してまいります。 

(イ) 吸収分割の要旨 

a. 吸収分割の方式 

当社を分割会社とし、株式会社 Exa Enterprise AI を承継会

社とする吸収分割（簡易吸収分割）です。 

b. 吸収分割に係る割当ての内容 

吸収分割は、当社が当社の完全子会社との間で行うもので



 

あるため、無対価分割とし、株式会社 Exa Enterprise AI から

株式の割当、金銭その他財産の交付は行われません。 

c. 吸収分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に係る取扱

い 

当社が発行済の新株予約権について本吸収分割により承継

されることはありません。また、当社は新株予約権付社債を

発行しておりません。 

d. 吸収分割により増減する資本金 

吸収分割による当社の資本金の増減はありません。 

e. 吸収分割承継会社が承継する権利義務 

株式会社 Exa Enterprise AI は、HR Tech 事業に関する資

産、負債及び契約上の地位等の権利義務のうち、吸収分割契

約において定めるものを承継します。 

f. 債務履行の見込み 

吸収分割後に当社及び株式会社 Exa Enterprise AI が負担す

べき債務について、その履行の見込みに問題はないものと判

断しております。 

(ウ) 吸収分割の当事会社の概要 

 吸収分割会社 吸収分割承継会社 

① 名称 株式会社エクサウィザーズ 株式会社Exa Enterprise AI 

② 所在地 東京都港区芝浦四丁目２番８号 東京都港区芝浦四丁目２番８号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 CEO 春田 真 代表取締役   大植   択真  

④ 事業内容 AIを利活用したサービス開発によ

る産業革新と社会課題の解決 

生成AI等のテクノロジーを利活用

したプロダクト・サービス等の

企画・開発・販売による企業の生

産性の向上 

⑤ 資本金 2,491百万円 300百万円（準備金含む） 

⑥ 設立年月日 2016年２月 2023年10月 

⑦ 発行済株式数 87,156,500株（2026年３月末時点） 100株（2026年３月末時点） 

⑧ 決算期 ３月31日 ３月31日 



 

 

 

 

 

 

⑨  大株主及び持株比率 
（2026年３月末時点） 

株式会社ベータカタリスト 9.53％ 

坂根  裕 4.40％ 

日本マスタートラスト 

信託銀行株式会社（信託口） 3.79％

古屋  俊和 3.74％ 

株式会社ＲＨ 3.49％ 

株式会社ＫＨ 3.49％

株式会社日本カストディ銀行 

（信託口） 3.43％ 

上田八木短資株式会社 2.33％ 

春田 真 1.83％ 

D4V1号投資事業有限責任組合 1.74％ 

株式会社エクサウィザ

ーズ 

100% 

⑩ 直前事業年度の経営成績及び財政状態（2026年３期）    

 株式会社エクサウィザーズ（連結） 株式会社Exa Enterprise AI 

純資産 4,750百万円 1,226百万円 

総資産 9,436百万円 2,343百万円 

１株当たり純資産 53.18円 12,266,477.49円 

売上高 11,996百万円 3,171百万円 

営業利益 1,594百万円 1,054百万円 

経常利益 1,566百万円 1,061百万円 

親会社株主に帰属する 

当期純利益 

1,533百万円 664百万円 

１株当たり当期純利益 18.13円 6,646,710.88円 

（注）「⑩直前事業年度の経営成績及び財政状態」のうち、株式会社 Exa Enterprise AI

の「親会社株主に帰属する当期純利益」については、当期純利益を記載していま

す。 

 

⑤ 子会社の設立 

当社は、2026 年 3 月 12 日開催の当社取締役会において、株式会社 Exa 

Frontier Edge を設立することを決議いたしました。 

ア 子会社の設立の概要 

(ア) 子会社の設立の目的 

近年、生成 AI や AI エージェントの進化により、ソフトウエア開発

や業務改善のあり方は大きく変化しつつあります。設計・開発・テス



 

ト・運用といった工程の多くが AI によって自動化・高度化されること

で、最初から AI を前提に構築された新しいサービスや新規参入企業

が、既存の労働集約的な IT サービス市場を根本から代替し、その構造

を一変させる可能性が急激に高まっています。 

こうした急激な変化を先取りするためには、既存の組織や開発プロセ

スに AI を「追加」するだけでは不十分です。しがらみのない環境で、

AI を前提とした組織設計・開発プロセス・サービスモデルをゼロから

構築する、AI ネイティブな発想が不可欠です 

当社は、この変革を自ら実践するため、AI エージェントを前提とし

た開発・運用プロセスを持つ株式会社 Exa Frontier Edge を設立し、自

ら既存の SI 構造を打ち破ることで、次世代の AI ネイティブ SI 市場の

創出を目指します。 

(イ) 設立する子会社の概要 

① 名称  株式会社Exa Frontier Edge 

② 所在地  東京都港区芝浦四丁目２番８号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役   福田  政史 

④ 事業内容 AI駆動開発を基盤とした、AI活用を前

提とする設計・開発・運用 

⑤ 資本金  300百万円（準備金を含む） 

⑥ 決算期 3月31日 

⑦ 大株主及び持株比率 株式会社エクサウィザーズ  100% 

 

⑥ 子会社株式の追加取得 

当社は、2026 年 4 月 22 日開催の当社取締役会において、連結子会社であ

る株式会社エクサホームケアの株式を追加取得し、完全子会社化することを

決議いたしました。 

ア 株式の追加取得の概要 

(ア) 株式の追加取得の目的 

介護事業向けの中核プロダクト「CareWiz トルト」を展開する株式

会社エクサホームケアを当社グループに完全統合するとともに、当社

の完全子会社であり、医療事業向け AI プロダクトを提供する株式会社

ExaMD との連携を一層強化し、開発及び販売体制の効率化を図ること

を目的として行うものです。 

当社は、株式の追加取得により、株式会社ヤマシタが保有する株式会

社エクサホームケアの全株式を取得し、株式会社エクサホームケアを



 

完全子会社といたします。 

なお、株式の追加取得と同時に、株式会社ヤマシタとの合弁契約は解

消いたします。 

(イ) 株式を取得する連結子会社（株式会社エクサホームケア）の概要 

① 名称  株式会社エクサホームケア 

② 所在地  東京都港区芝浦四丁目２番８号 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役   羽間   康至  

④ 事業内容 AIを利活用した介護・福祉用具関連

サービスの開発、販売 

⑤ 資本金  91百万円 

⑥ 設立年月日 2021年５月 

⑦ 発行株式数 200株 

⑧ 決算期  ３月31日 

⑨ 大株主及び持株比率 株式会社エクサウィザーズ 51％

株式会社ヤマシタ 49％ 

⑩ 直近事業年度の経営成績及び財政状態（2026年３月） 

純資産 225百万円 

総資産 277百万円 

１株当たり純資産 1,127,172.78円 

売上高 236百万円 

営業利益 63百万円 

経常利益 63百万円 

当期純利益 65百万円 

１株当たり当期純利益 325,926.15円 

(ウ) 株式取得の相手先の概要 

① 名称  株式会社ヤマシタ 

② 所在地  静岡県島田市中河 737 

③ 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 山下  和洋 

④ 事業内容 • 福祉用具レンタル・販売 

• 住宅改修 

• 居宅介護支援事業 

• リネンサプライ 

• 寝具リース 



 

• 受託サービス事業 

⑤ 資本金  １億円 

⑥ 設立年月日 1963 年３月６日 

⑦ 純資産 － 

⑧ 総資産 － 

⑨ 大株主及び持株比率 － 

⑩ 上場会社と当該会社の関係 資本関係 エクサウィザーズと合弁で

エクサホームケアを設立 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 CareWiz トルトを顧客とし

て利用 

関連当事者

への該当状

況 

該当事項はありません。 

※上記の⑦、⑧及び⑨は、相手先の要望により非開示とさせていただき

ます。 

(エ) 取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

① 異動前の所有株式数 102 株 

（議決権の数：102 個）、（議決権所有割合：51.0％） 

② 取得株式数 98 株 

（議決権の数：98 個） 

③ 取得価額 160 百万円 

④ 異動後の所有株式数 200 株 

（議決権の数：200 個） 

（議決権所有割合：100.0％） 

 

4. 承継会社に関する事項 

(1) 最終事業年度に係る計算書類等 

 別紙２のとおりです。 

(2) 最終事業年度の末日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内容 

 該当事項はありません。 

(3) 最終事業年度の末日後に生じた重要な後発事象等の内容 

該当事項はありません。 

 

5. 効力発生日以後における分割会社及び承継会社の債務の履行の見込みに関する事項 

 分割会社及び承継会社の 2025 年 12 月 31 日現在の貸借対照表における資産の額は



 

負債の額を十分に上回っており、本件吸収分割の効力発生日以降における分割会社及

び承継会社の資産の額は、負債の額を十分に上回る見込みです。また、本件吸収分割の

効力発生日以降において、分割会社及び承継会社が負担すべき債務の履行に支障を及

ぼす事象の発生は現在のところ予想されておりません。 

 上記を踏まえ、また、分割会社及び承継会社の収益状況及びキャッシュフロー等に鑑

み、本件吸収分割の効力発生日以降における分割会社及び承継会社の債務の履行の見

込みがあるものと判断しております。 

 

6. 吸収分割契約等備置開始日後吸収分割が効力を生ずる日までの間に、上記の事項に変

更が生じたときは、変更後の当該事項 

吸収分割契約等備置開始日後に上記の事項に変更が生じたときは、変更後の内容を

直ちに開示いたします。 

以上 
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吸収分割契約書 

 

株式会社エクサウィザーズ（以下「甲」という。）と株式会社 ExaMD（以下「乙」とい

う。）は、甲の介護事業のうち甲が提供するサービス「CareWiz タクスト」及び「CareWiz 

BCP」に関する事業（以下「本事業」という。）に関して有する権利義務を乙に承継させる

吸収分割に関し、以下のとおり吸収分割契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

第 1 条（吸収分割） 

甲は、本契約の定めに従い、吸収分割（以下「本分割」という。）により、本事業に関し

て有する本権利義務（第 3 条第 1 項において定義する。以下同じ。）を、効力発生日（第

６条において定義する。以下同じ。）に、乙に承継させ、乙は、これを甲から承継する。 

 

第 2 条（商号及び住所） 

本分割に係る吸収分割会社及び吸収分割承継会社の商号及び住所は、それぞれ次のとお

りである。 

 吸収分割会社（甲） 

商 号：株式会社エクサウィザーズ 

住 所：東京都港区芝浦四丁目２番８号 

 吸収分割承継会社（乙） 

商 号：株式会社 ExaMD 

住 所：東京都港区芝浦四丁目２番８号 

 

第 3 条（承継する権利義務等） 

1. 本分割により乙が甲から承継する資産、債務、雇用契約その他の権利義務（以下「本権

利義務」という。）は、別紙のとおりとし、別紙に記載のない権利義務は承継しない。 

2. 本分割による甲から乙に対する債務の承継については、重畳的債務引受の方法による。 

 

第 4 条（分割対価） 

乙は、本分割に際して、一切の対価を甲に交付しない。 

 

第 5 条（乙の資本金及び準備金） 

本分割により、乙の資本金及び準備金の額はいずれも増加しない。 

 

第 6 条（効力発生日） 

本分割がその効力を生ずる日（以下「効力発生日」という。）は、2026 年 7 月 1 日とす
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る。ただし、本分割に係る手続の進行その他の事由により必要があるときは、甲及び乙は、

効力発生日を変更することができる。 

 

第 7 条（競業避止義務） 

甲は、乙が承継する本事業について、競業避止義務を負わない。 

 

第 8 条（本契約の変更、解除及び終了） 

本契約締結の日から効力発生日に至るまでの間に、本契約に従った本分割の実行に重大

な支障となりうる事象が発生し若しくは判明した場合には、甲及び乙は、誠実に協議し合

意のうえ、本契約を変更し、又は解除することができる。 

 

第 9 条（協議事項） 

本契約に定めるもののほか、本分割に際し必要な事項は、本契約の趣旨に従い、甲及び乙

で協議のうえ、これを定める。 

 

 

（以下余白）  
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本契約の成立を証するため、本書 2 通に甲乙が記名押印の上で各自 1 通を保有し、又は

本契約の電磁的記録に甲乙が電子署名の上で各自これを保有する。 

 

2026 年 5 月 12 日 

 

甲：東京都港区芝浦四丁目２番８号  

株式会社エクサウィザーズ 

代表取締役 春田 真 

 

 

乙：東京都港区芝浦四丁目２番８号 

株式会社 ExaMD 

代表取締役 羽間 康至 
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別紙 承継権利義務明細書 

 

甲は、以下に記載する資産、負債及びその他の権利義務（法令上承継可能なものに限る。）

を、承継対象外財産を除き、効力発生日において乙に承継させ、乙はこれを承継する。 

 

1. 承継する資産 

(1) 流動資産 

本事業に属する売掛金、前払費用 

(2) 固定資産 

本事業に属するソフトウェア 

2. 承継する負債 

(1) 流動負債 

本事業に属する前受金、未払金  

3. 承継するその他の権利義務等 

(1) 雇用契約 

本分割において、甲の従業員との間で締結している雇用契約の承継は行わない。

ただし、会社分割に伴う労働契約の承継等に関する法律第５条に基づき異議を

申し出た従業員との雇用契約は除く。 

(2) その他の契約等 

本事業に関する契約上の地位及びこれらの契約に関連して発生した一切の権利

義務。ただし、次に掲げる契約及びこれらの契約に基づき発生した一切の権利

義務は除く。 

① 承継に相手方の承諾が必要な契約のうち、相手方の承諾がないもの 

② 甲及び乙が承継対象から除外することを別途合意したもの 

 

以上 
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承継会社の最終事業年度の末日（2025 年３月 31 日）における貸借対照表 

 

株式会社 ExaMD 

 

（単位：百万円） 

資  産  の  部  負  債  の  部  

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産  285 流 動 負 債  127 

現 金 及 び 預 金  203 未 払 金  83 

売 掛 金  78 未 払 法 人 税 等  20 

そ の 他  3 未 払 消 費 税 等  23 

  負 債 合 計  127 

  純  資  産  の  部  

  株 主 資 本  158 

  資 本 金  50 

  資 本 余 剰 金  78 

  そ の 他 資 本 余 剰 金  78 

  利 益 余 剰 金  29 

  そ の 他 利 益 余 剰 金  29 

  繰 越 利 益 余 剰 金  29 

  純 資 産 合 計  158 

資 産 合 計  285 負 債 及 び 純 資 産 合 計  285 

 


